様式第８号

経営規模等総括表
企業・団体名　　　　　　　　　　　　　

	名　称
	
	本　店

所在地
	

	実績高
	業種区分
	直前第１年度分決算

	
	
	年 　月から

年 　月まで
	Ｒ６年４月から

７年３月まで

	
	建物管理
	千円


	千円



	
	イベントの

企画運営
	
	

	
	その他
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	損益計算書
	税引前当期利益
	コ　 　　　　　　　　　　　　　千円



	貸借対照表
	区　　　分
	Ｒ６年４月から

７年３月まで
	区　　　分
	Ｒ６年４月から

７年３月まで
	区　　　分
	Ｒ６年４月から

７年３月まで

	
	流動資産計
	ア　　 　　　　千円


	流動負債計
	ウ　　　　　　　千円


	総　資　産
	オ　　  　　　　千円



	
	固定資産計
	イ　 　　　　　千円

	固定負債計
	エ　　　　　　　千円

	

	自己資本額
	区    分
	直前決算時
	利益処分

(損失処理)
	計
	決算後増減額
	合　　計

	
	資 本 金
	カ　　 　　　千円


	千円
	千円


	千円


	千円



	
	準備金･積立金
	キ

	ク

	
	
	

	
	次期繰越

利益(欠損)金
	
	ケ

	
	
	

	
	計
	カ ＋ キ

	ク ＋ ケ

	カ＋キ＋ク＋ケ

	
	

	常勤職員数
	技術関係職員
	事務関係職員
	その他職員
	合　計

	
	人


	人


	人


	人



	有資格者数
	電気主任技術者
	建築物環境衛生技術者
	消防設備点検資格者
	その他

(　　　　　　　）
	その他

(　　　　　　　）
	その他

(　　　　　　　）
	その他

(　　　　　　　）
	その他

(　　　　　　　）

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	営業年数等
	創　　　業
	休業又は(廃)業の期間
	現組織への変更
	営　業　年　数

	
	年　　月　　日
	年　 月 　日から

年 　月 　日まで
	年　　月　　日
	　年


１　ＳＰＣ、共同事業体で応募する場合は、各企業・団体毎に記入すること。

２　営業年数は、創業から指定申請書提出日までの営業年数を記入し、1年未満は切り捨てとする。

３　「決算後の増減額」の欄は、直前決算後、申請時までの間に増減資があった場合に限り記入すること。

